




2017年3⽉期通期決算につきましてご説明いたします。

このチャートは、4/12に⼭下社⻑から、19次中計「リコー再起動」をご説明させていただいた際に⽰した、構
造改⾰の取り組みに関するマネジメントの進め⽅とその開⽰のマイルストーンのチャートです。

今年度は四半期ごとを⽬安に、構造改⾰の進捗をお⽰ししたいと話しましたが、本⽇は決算の説明をさせて
いただきます。





2017年3⽉期通期決算につきましてご説明いたします。
（Ｐ3とＰ4を合わせてご覧ください）

売上⾼は、2兆288億円、前年⽐-8.2％となりました。
成⻑領域の産業分野とその他分野は堅調に推移した⼀⽅、画像＆ソリューション分野の

減収と為替影響により減収となりました。地域別では、⽇本は+0.8％で増加していますが、
それ以外の地域についてはMFP製品の減収影響で減収となっています。

営業利益は338億円、前年⽐-67％となりました。
4Q発⽣したカメラの減損費⽤が無ければ、148億円での着地でした。
研究開発費、設備投資、減価償却費はほぼ予定通りでした。
概ね直近の⾒通し通りに着地しました。

株主に帰属する当期利益は34億円、前年⽐-94％となりました。

4⽉11⽇に開⽰した⾒通しに対してほぼ同レベルで着地しました。



通期営業利益の前年との増減⽐較を⽰しています。
通期営業利益は338億円 前年⽐-684億円の減益となりました。

前年度(1,022億円)は特殊要因として資産売却益(168億円)が含まれています。
それを除く前年度営業利益は854億円。そこからの主な動きを説明します。
販売・MIXは前年⽐-192億円の減少となりました。
これは、MFP製品ミックスの変化、ノンハード価格下落などの影響で減少しています。
但し、4Qは収益重視転換の効果などが出始めマイナス幅がやや縮⼩しています。
製品原価低減は、前年⽐で＋100億円で予定通りに着地しました。
研究開発費は、前年⽐で同⽔準となりました。
その他経費は、前年⽐で＋165億円となりました。経費削減と先⾏している構造改⾰効果によるものですが、
ほぼ予定通りです。
以上で、前年特殊要因を除いた営業利益からは前年⽐増益となります。
これに今年度の特殊要因4つを加えると前年⽐減益となります。
1つ⽬の構造改⾰費⽤は、106億円でした。ほぼ予定通りの⽀出となりました。
2つ⽬のインド関連費⽤は上期に計上したものです。
3つ⽬のカメラ減損費⽤は、4/11に開⽰した概算額100億円よりも少ない95億円となりました。
4つ⽬の為替影響は336億円でした。
為替については、4Qは想定レートより円安で推移し、若⼲の増益効果となりました。



画像＆ソリューション分野全体についてですが、プロダクションプリンティングとネットワークシステムソリューションが
増収となりましたが、オフィスイメージングの減収によって、為替影響を除いても減収となりました。
営業利益は、827億円となりました。 MFP製品ミックスの変化などが影響しています。

オフィスイメージングの売上⾼は12,748億円となりました。
MFPの地域別状況についてですが、⽇本は下期から収益性重視の商談展開を加速しており、台数は前年
⽐微減となりました。海外は、⽶州が景況感の回復を受けてMFP台数は前年⽐プラスになりましたが、欧州
は不透明なマクロ環境から引き続き需要が弱くMFP台数はマイナスとなりました。
結果、MFP全体としては台数は前年⽐フラットとなりました。その中で、A4機の割合は増加しており、平均単
価下落による売上減少の状況は継続しています。
なお、カラーMFPは現在発売しているシリーズを中⼼に前年⽐プラスが続いています。
ノンハード価格についてはこれまでと同じトレンドでのマイナスが継続しています。
LP(レーザプリンタ)については収益性の低いローエンド機について戦略的に販売の絞込みを⾏っているため、ハ
ードの台数・⾦額は伸びていませんが、ノンハード売上の減収幅は縮まってきています。

PP(プロダクションプリンティング)の売上⾼は2,062億円となりました。
現⾏製品が堅調に拡⼤した⼀⽅で、ハード売上は16/3期に投⼊したカットシート機の新製品効果による反
動の影響が残っており、通期では前年⽐フラットに留まっています。影響が⼀巡した4Qはハード売上が増加し
ています。また、PPを販売する上でお客様との接点となる、世界4極の「Customer Experience Center」
開設が完了し、今後は商業印刷のワークフロー全体に対する改善提案拡⼤を加速していきます。



（前ページからの続き）
ネットワークシステムソリューションの売上⾼は3,109億円となりました。
⽇本でITサービス、ビジュアルコミュニケーション製品（PJS（プロジェクタ）、UCS（ユニファイド・コミュニケーショ
ンシステム）、IWB（インタラクティブ・ホワイトボード））の販売が拡⼤しています。
海外でも、下期から増収基調に戻ったことにより、通期でも為替除いて増収となりました。

（7ページ内容）
MFP・プリンタ・PP合計のハード、ノンハード売上⾼前年同期⽐伸び率についてですが
ノンハードの推移をみると減少幅は⼩さくなってきており、4Qではプラスに転じています。



産業セグメントの売上⾼は1,248億円となりました。内訳は、サーマル、IJ（インクジェット）、インダストリは堅
調に推移し、為替影響を除くと増収となっています。

営業利益は98億円です。成⻑領域の事業強化費⽤の増加により、前年⽐減益となっています。

売上⾼、営業利益ともほぼ予定通りの着地となっています。

4Qは、IJが増産投資効果で増収となり、インダストリも⾞載向け製品などが増加しています。
4⽉にはIJヘッド新製品、⾞載⽤ステレオカメラなどの発表も⾏いました。今後も、堅調な推移を期待していま
す。



その他セグメントの売上⾼は1,119億円となりました。ファイナンスが好調に推移したことなどにより前年⽐増収
となっています。
カメラ事業も全天球カメラ「THETA」は売上増が続いています。

営業利益は60億円の⾚字ですが、減損影響を除くと35億円の⿊字となっています。

4Qはファイナンスが引き続き堅調に推移しています。



ファイナンス事業の拡⼤により、リース債権が前期末⽐で427億円増加しています。

有利⼦負債の増加と現預⾦の減少による、ネット有利⼦負債の増加要因は、ファイナンス事業の拡⼤によるも
のです。尚、事業としては、狙い通りの増加と認識しています。



参考情報のバランスシートの主要指標



ファイナンス事業を除くFCFは+262億円となっています。

前年の実績に含まれる資産売却益影響（収⼊165億円）を除くと、実態としては前年⽐で⼤きな変化はあ
りません。



4/12に⼭下社⻑から、19次中計として「リコー再起動」を説明した内容を再掲します。

再起動プランにおける取り組みは「構造改⾰」、「成⻑事業の重点化」、「経営システムの強化」の3つです。



構造改⾰の主な施策は「1.コスト構造改⾰・スリム化」、「2.業務プロセス改⾰」、「3.事業の選別の徹底」の
３つです。



構造改⾰による効果は、4/12にお⽰しした通り、2016年度⽐で
2019年度に1,000億円の効果創出を⽬指して取り組んでいきます。

2017年度はその費⽤として450億円を計上し、1,000億円を実現する施策をやりきりたいと思います。

2018年度は更なる効果創出のために施策・費⽤を計上する可能性はありますが、2019年度は費⽤は発⽣
しないと⾒ています。

19次中計では新たな事業体制に基づいて事業戦略を進めていくため、今後第1四半期決算から、その新たな
事業体制に基づく開⽰を開始予定です。



通期業績⾒通しをお伝えいたします。
売上⾼は20,000億円を⾒込みます。前年⽐-1.4％となります。
PP、産業などの成⻑事業の増収を⾒込む⼀⽅で、オフィスイメージングの
厳しい事業環境想定を継続しています。収益重視の⽅針で取り組んでいきます。

営業利益は180億円を⾒込みます。
前年度特殊要因（減損、RID、構造改⾰）による戻りは⾒込みますが、
引き続きオフィス事業での厳しい事業環境継続を⾒込んでいます。
構造改⾰費⽤を450億円含んでおり、17年度中に主な施策をやりきる計画としています。

当期利益は30億円を⾒込みます。営業減益に伴う減益となります。

為替レート⾒通しは、USD=105円／EURO＝115円を想定しています。

研究開発投資は開発機種⾒直しなどで削減する部分もありますが、成⻑領域には使⽤していきます。
設備投資、減価償却費については前年⽔準と⼤きくは変わりません。



前ページの内容を増減チャートで⽰しています。

前年度営業利益 338億円から、⼀時費⽤を戻した608億円がスタートとなります。

販売・MIXはオフィス事業での厳しい事業環境継続の前提として、 -210億円を⾒込んでいます。

その他経費は昇給などによる増加や成⻑分野への投資から-128億円と⾒込んでいます。

構造改⾰については、施策による効果を+390億円⾒込む⼀⽅、費⽤は-450億円としています。
18/03期中に構造改⾰施策をやりきりたいと考えています。

為替影響は前年度レートより円⾼の前提になり、-100億円となります。



19次中計策定にあたって、株主還元⽅針の⾒直しを⾏いました。

引き続き予断を許さない事業環境と、構造改⾰を加速し、収益構造改善と
新たな事業の柱の構築に注⼒していくことを踏まえつつ、安定的な配当の
継続も考慮し、18/03期は前期下期の配当⽔準(7.5円/株)を維持することとし、
年間配当⾦の⾒通しを15円/株とさせていただきました。



＜主なQ&A＞
Q：構造改⾰費⽤・効果の計上のタイミングは？
A：費⽤は上期中⼼になると考えている。効果に関しては、昨年度実施した施策から今期得られる効果と今期実
施する施策の効果を考えると、下期の⽅が効果額は多くなると考えている。

Q：ノンハードウェアの売上はＱ4に久しぶりにプラス成⻑となったが、実質的にも改善していると理解してよいか？
A：改善してきていると感じられるが、結論付けるにはもう少し推移を⾒る必要があると考えている。

Q：増減益チャートにおいて、今期の「販売・ＭＩＸ」は昨年度同様の減益⾒通しになっているが、どのような前提
か？収益重視の販売に変えていくことなどによる改善効果は織り込まれていないのか？
A :基本的に昨年までの厳しいトレンドを前提としている。収益重視販売による改善については現時点では織り込ん
でいない。
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